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定款一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成２７年５月１５日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」について平成２７

年６月２６日開催予定の第７０回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

（１）現行定款第２条（目的）につきまして、当社の事業の現状に即し事業内容の明確化を図る 

とともに、現在実施していない事業目的を削除するものであります。 

（２）執行役員制度の拡充に伴う取締役員数の減少により、現行定款第１９条の取締役の員数を 

２５名以内より１５名以内に変更するものであります。 

（３）取締役及び監査役に適切な人材を招聘できる環境を整備し、取締役及び監査役が期待され

る役割を十分に発揮できるよう、会社法第４２７条の規定に基づき、業務執行取締役等で

ない取締役と責任限定契約を締結できる旨の規定（変更案第２８条）及び監査役と責任限

定契約を締結できる旨の規定（変更案第３６条）を定めるものであります。 

なお、変更案第２８条の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

（４）上記条文の新設に伴い、条数の繰り下げを行うものであります。 



 
 

２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章   総  則 

（目  的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的

とする。 

（1）自動車、農業機械、船舶、産業用機械等

の計器類、電装品、時計および同部品の

製造、販売 

（2）電気、電子機器および同部品の製造、販

売 

（3）包装機の製造、販売 

（4）計器類、電子機器の組立機械、検査装置

の製造、販売 

（5）計器類等の金型、治工具の製造、販売 

（新  設） 

 

（6）防錆、防腐、浄化用等の水処理機器、装

置および融雪、凍結防止、暖房、育苗等

の電熱機器の販売 

（7）カルチャーセンターの経営 

（8）不動産の賃貸借 

（9）労働者派遣事業法に基づく一般労働者派

遣事業および特定労働者派遣事業 

（10）前各号に付帯または関連する一切の事業

 

 

第３条～第１８条（条文省略） 

 

 

第４章  取締役および取締役会 

（員  数） 

第１９条 当会社の取締役は、２５名以内とす

る。 

 

第２０条～第２７条（条文省略） 

 

 

第１章   総  則 

（目  的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的

とする。 

（1）   （現行どおり） 

 

（2）   （現行どおり） 

 

（削  除） 

（3）計器類、電子機器の組立機械、検査装置

の製造、販売 

（4）計器類等の金型、治工具の製造、販売 

（5）センサーおよびセンサーシステムの製造、

販売 

 

（削  除） 

 

（6）カルチャーセンターの経営 

（7）不動産の賃貸 

（8）労働者派遣事業法に基づく一般労働者派

遣事業および特定労働者派遣事業 

（9）前各号に付帯または関連する一切の事業

 

 

第３条～第１８条（現行どおり） 

 

 

第４章  取締役および取締役会 

（員  数） 

第１９条 当会社の取締役は、１５名以内とす

る。 

 

第２０条～第２７条（現行どおり） 

 

 



 
 

 
現 行 定 款 変 更 案 

（新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章  監査役および監査役会 

第２８条～第３４条（条文省略） 

 

（新  設） 

 

 

 

 

 

 

 

第３５条～第４１条（条文省略） 

 

（取締役との責任限定契約） 

第２８条 当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、取締役（業務執行取締

役等であるものを除く。）との間で同

法第４２３条第１項に定める責任を

限定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく賠償責

任の限度額は、法令の定める最低責任

限度額とする。 

 

 

第５章  監査役および監査役会 

第２９条～第３５条（現行どおり） 

 

（監査役との責任限定契約） 

第３６条 当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、監査役との間で同法第

４２３条第１項に定める責任を限定

する契約を締結することができる。た

だし、当該契約に基づく賠償責任の限

度額は、法令の定める最低責任限度額

とする。 

 

 

第３７条～第４３条（現行どおり） 

 

 

 

３．今後の日程 

定時株主総会開催予定日  平成２７年６月２６日 

定款変更の効力発生日   平成２７年６月２６日 

 

以 上 


